
 

（三井住友フィナンシャルグループ） 
 

連結損益計算書注記 
 
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 ２．１株当たり当期純利益 52,314円76銭 
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 35,865円20銭 
４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定
取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
   特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等につ
いては前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度
末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 
 ５．リース取引等に関する収益及び費用の計上基準は、次のとおりであります。 
  (1) リース取引のリース料収入の計上方法 
     主に、リース期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に
対応するリース料を計上しております。 

  (2) 割賦販売取引の売上高及び売上原価の計上方法 
     主に、割賦契約による支払期日を基準として当該経過期間に対応する割賦売上高及び割賦原価を計上して
おります。 

 ６．「その他経常収益」には、株式等売却益159,037百万円を含んでおります。 
 ７．「その他経常費用」には、貸出金償却660,382百万円、延滞債権等を売却したことによる損失269,059百万円を
含んでおります。 
 ８．「その他の特別利益」には、厚生年金基金の代行部分の将来支給義務免除に係る利益59,095百万円、東京都外
形標準課税訴訟の訴訟上の和解成立による還付税金38,236百万円及び還付加算金2,127百万円並びに貸倒引当金戻
入益14,378百万円を含んでおります。 
 ９．「その他の特別損失」には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額21,348百万円を含んで
おります。 
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